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ハンス＝ヘルマン・ホッペの業績
――金本位制と自由銀行業の擁護――

越 後 和 典

はじめに

新オーストリア学派に属する研究者は，自由な市場経済体制を擁護するとい

う基本的立場では一致しているが，その議論は決して一枚岩的ではない。論者

により経済学上の諸問題に関する主張や見解に，かなりの差異が認められるか

らである。とりわけ彼等の間での見解の不一致が顕著なのは，国家論と貨幣論

の分野においてであろう。たとえばミーゼス（Ludwig von Mises）は，当然な

がら国家とその政府が強制と強圧の社会機関であり，実力行使を独占している

と説くが，政府の強圧的行爲は，私有財産と個人を暴力ないし欺瞞的行爲から

守ることによって，社会的協業の円滑な遂行に必要な機能を発揮するものであ

ると考えている１）。これに対し，基本的にはミーゼスを祖述するロスバード

（Murray N. Rothbard）は，国家を生産者からの富の略奪者であり，市場経済

のいわば寄生虫的存在と見做している２）。貨幣・銀行論に関しても，後述する

ように，ミーゼスやロスバードとハイエク（Friedrich August von Hayek）の見

解は鋭く対立している。

この小論は生前のロスバードに師事し，その国家論や貨幣論を継承・発展さ

せたホッペ（Hans-Hermann Hoppe）の論文 “Banking, Nation States and International

Politics. A Sociological Reconstruction of The Present Economic Order.”（後掲文献

１）〔１〕（訳）１７２―１７３，２６４―２６５，２８４，７３１ページ。なお，１７２ページでは，アナーキズム
を批判している。
２）〔２〕参照。
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〔３〕に収録）を紹介・解説しようとするものである。

筆者がここでホッペの論文を取上げた理由は，彼の論文が貨幣論的考察を出

発点として，現行世界の経済・社会秩序に対する批判に及ぶ，極めて壮大なス

ケールを有するからである。それは單なる貨幣・銀行論や景気変動論の分野を

超えて，しかもそれらを包摂する現代社会についての最も徹底した透視図，な

いし世界像を提示しているといってよい３）。

� 貨幣と銀行業

人がその本性よりして，より多くの財をより少ない財よりも好み，自給自足

の状態に留まるよりも分業と交換の方向を選択するにいたることや，交換の原

始的形態が物々交換（直接交換）であること等は，ホッペによればとくに詳述

を要しない事実である４）。

ところで物々交換の形態は，交換当事者双方の需要ないし欲求の複合的一致

（double coincidence）が前提となるから，交換の可能性はおのずから制限され

る。ホッペによればこの制限を打開するのは，直接交換から間接交換への進化

である。彼はその交換の媒体が商品としての貨幣であるとし，金が貨幣の世界

で王座を占めるにいたった原因と経過，およびそれが経済発展に及ぼした影響

を以下のように説明する。

最もすぐれた交換の媒体が具備すべき要件は，それが分割可能性・耐久性・

識別可能性・運送可能性・稀少性を有することにより，すべての人がそれの使

用を希望する財であるという。

そのような特性を具備する財の模索・探求の歴史的過程を経て，経験的に選

定されたのが金にほかならない。金が貨幣機能を最もよく遂行するものとして，

普遍的な受容性を認知されるに伴い，政府の強制なしに，金は世界的規模での

交換の媒体としての地位を確立するにいたった５）。他の媒体は市場から姿を消

３）近年のわが国の政治・経済・社会問題についても，示唆する点が少なくないように思う。
４）〔３〕６１ページで，物々交換は狭義の self interestの假定だけで説明できるという。
５）自由市場での貨幣の発展について，〔３〕６２ページで〔４〕の参照を指示している。
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し，この状況下で先進諸国では，金本位制が採用されることになり６），これに

よって，交換の範囲が時間的・空間的に拡大し，すべての人の持つ財の価値の

増大，合理的な費用計算等が可能になった。

この結果，分業と市場の深化・拡大，生産力の飛躍的増大がもたらされ，そ

れはまた貨幣価値・貨幣の購買力を高めた。この過程で貨幣の保蔵需要が漸減

し，貨幣所有者の時間選好の有効率（本来的利子率）の低下がもたらされ，資

本形成の増大・生産の迂回度の向上・経済発展のスパイラル的な上昇過程が進

行したのである。

ホッペは貨幣としての金の果たした役割を以上のように解説した後，銀行の

生誕とその機能を次のように論じている。

上述した市場の拡大と経済発展は，専門化した貨幣取扱機構としての銀行出

現の基礎を創造することになった。銀行はまず第一に，貨幣の安全保管，輸送

および取引の決済に対する需要の増大に応えて生誕したが，次第に資本家（貯

蓄者）と企業家（投資者）との資金の仲介を円滑にするという重要な機能を発

揮するにいたった。これによって，経済活動・経済資源の時間的・空間的配分

とその調整がなされ，銀行は経済の中枢神経的な地位を占めることになったの

である。経済の成長・発展がこうした銀行の活動によって，一層促進されたこ

とはいうまでもない７）。

ところでホッペがいうには，金が交換の唯一の媒体となり，唯一の貸借勘定

の單位となること，すなわち貨幣世界を金が独占し，貨幣間に競爭が存在しな

くなることは，貨幣本来の目的に合致することであって，銀行間に競爭がなく

なることを何等意味するものではない。逆にすべての銀行が同一の世界的・普

遍的貨幣たる金を使用し，異なる貨幣間に競爭が存在しないことが，銀行業に

おける自由競爭のための条件である。その理由は，合理的な経済活動には普遍

的・一般的な計算單位が必要だからである。

６）〔３〕６２ページで〔５〕の参照を指示している。
７）銀行業の貸付と預金の異なる機能について〔３〕６３ページで〔６〕の参照を指示してい
る。
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すべての既存銀行の自由競爭，および銀行業界への自由参入によってのみ，

銀行業の効率性が保持されうることは，他の諸産業の場合と全く同様である。

金という同一の貨幣を前提としてなされる自由なサービス競爭，すなわち自由

銀行業の制度こそが，すべての人の利益に適うのである８）。

ホッペは以上のように自由銀行業を評価し，貨幣相互間の競爭というハイエ

クのスキーム９）を批判する。その批判のポイントは次の通りである。民間で発

行される異なる貨幣間での競爭とは，貨幣の本質に関する基本的な誤解に基く

ものである。そのような競爭は，交換が物々交換のもつ当事者間の欲求の複合

的一致が困難であるという物々交換の限界を克服していない状態を示すもので

あるから，貨幣が交換の媒体として本来要求されている機能を遂行すれば存在

しえない。ハイエク的な貨幣間競爭というのは形容矛盾（contradiction in adjecto）

に過ぎず，競爭は銀行間でこそなされるべきであるという１０）。

� 金本位制と自由銀行業

ホッペによれば，金本位制下の銀行間の自由競爭は，不公正な詐欺的銀行の

出現に対する防禦となる。預金機構としての銀行は，地金や金貨に代る代替通

貨を日常的に使用するが，それぞれの銀行の発行する代替通貨は，百パーセン

ト銀行の金庫等の安全な保管場所にある地金または純粋の金貨によって，裏付

けられていなければならないからである１１）。

代替通貨はいわば倉庫の預り証券のごときものであるが，銀行は「模造」の

預り証券を発行する誘惑にかられるのみか，要求払い預金を原資に貸出を行い

信用を拡大して，利子を儲けようとするかもしれない。しかし銀行が百パーセ

ント金の裏付けのない代替通貨を発行し，贋金づくりと同様の方法で詐欺的に

自己の富を増殖することに，一時的に成功するとしても，いずれそのような銀

行は信用と顧客を失い破綻せざるをえない。銀行間のきびしい自由競爭は，期

８）〔３〕６３―６４ページで〔７〕を参照している。
９）〔８〕参照。
１０）〔３〕６３ページ参照。
１１）〔３〕６４ページ参照。



〈研究ノート〉ハンス＝ヘルマン・ホッペの業績 ８９

せずしてそのような詐欺的銀行を淘汰するであろうからである。

ホッペは上述の詐欺的銀行が墓穴を掘る過程を説明しているが１２），ここで

はその紹介を割愛し，次の点を指摘するにとどめる。それは上述の詐欺的銀行

の淘汰される過程が，景気変動１３）と富の再分配過程でもあるとのホッペの考

察である。いずれにしても，金本位制と自由銀行業制（発券銀行の開業が一般

的な会社法に従う限り他の形態の企業と同じやり方で許可されるような制

度）１４）の下では，贋金づくり的な銀行が成功する見込みはないとホッペは考え

ている。

さて，金本位制の特徴として，通貨量の自動的調節作用と，国際収支の自動

的調整作用を指摘することができるが，その解説は教科書に委ね，筆者はここ

で次の点をとくに注意しておきたい。それは新オーストリア学派のいう自由な

市場経済体制は，この金本位制の自動的調節作用と表裏一体の関係にあるとい

う認識である。

スコーセン（Mark Skousen）は，金本位制下で，①金利の低水準での安定，

②物価の安定ないしゆるやかな低下，③失業率の低下，④着実な経済成長と生

活水準の向上（景気後退や恐慌の心配はない），⑤強制や詐欺はなく，独立し

て働き思考し行動する自由が拡大する，といった望ましい環境実現の可能性が

増大すると論じている１５）。

ロスバードもまた金本位制の世紀を通じ，ナポレオン戰爭の終結から第一次

大戰まで，南北戰爭のような短い戰爭の期間を除いて，物価は徐々に年々低下

の傾向を示したことを指摘する。加えて彼は，アメリカ合衆国および自余の世

界で，約半世紀に近い長期間続いた空前のインフレの時期が，貨幣が金属的基

盤（metalic roots）から切断された法定不換紙幣（fiat paper）の時期でもあった

１２）〔３〕６４―６５ページは〔６〕ch.Ⅳを参照している。
１３）〔３〕６５ページで，オーストリア学派の景気変動論について，〔１〕，〔９〕，〔１０〕．〔１１〕，
〔１２〕，〔１３〕の参照を指示している。

１４）フリーバンキングの定義については，〔１４〕が適切である。筆者も本稿でこれを引用し
た。

１５）〔１５〕原書１２８―１２９ページ，訳書１５３―１５４ページ参照。なお訳書は欠落している章があり，
全体としては完全な翻訳ではない。
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ことは，單なる偶然の一致ではないと論じる１６）。

スコーセンやロスバードの上記のような考察は，ホッペ説を補足する役割を

果しているように思われる。

� 国家と貨幣・銀行業の独占化

ホッペは彼の師ロスバードの説を踏襲して，所得と富を取得するには生産的

取得（交換的取得を含む）と，生産的取得者からの略奪的取得の二方法がある

という。前者は各産業分野で各種形態の私企業として発展するのに対し，後者

は国家とその機関としての政府を誕生させると論じる。

ホッペが継承したロスバードの国家論と，ホッペ自身の説をハイエクとの対

比において，筆者はかつてその概要を『彦根論叢』で紹介しているので１７），

ここでは重複を避けホッペ説の注目に値すると考える部分のみを以下で要約す

るにとどめる。

ホッペのいうには，生産的私企業の規模とその成長は，一方では企業の生産

する財・サービスに対する消費者の需要によって，他方では企業の費用条件に

よって制約される。すなわち企業間の自由な競爭の結果，最も緊切な消費者の

欲求を，最も効率的な方法で充足させる企業が生き残ることになるので，企業

はそのような条件に適う規模に成長する。

しかし，非生産的で略奪的な制度としての国家の規模は，生産的私企業のケー

スと全く異る。第一に，国家の提供するサービスは，個人がそれを需要するの

ではなく，国家の強制によって個人はそれを受容せざるをえないのである。第

二に，国家は競爭によってそのサービス生産の費用を極小化する必要はなく，

最低費用以上での操業が可能である。その相対的に高い費用は，課税と代替サー

ビスを提供する民間の生産的企業の規制を通じ，その不利を免れることができ

るからである。このような収奪的企業ともいうべき国家の成長は，需要や費用

の条件ではなく，世論によってのみ制限されるという。

１６）〔１６〕２４５ページ参照。なお同論文は〔８〕のハイエク説の批判も行っている。
１７）〔１７〕参照。
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ホッペの指摘するその理由は以下の通りである。国家の強制は犠牲者の抵抗

を生むが，それを実力によって屈伏させうるのは，抵抗者が少数で非力な場合

に限られる。被収奪者の数は通常頗る多く，これを実力のみで抑えることは困

難であるから，国家は広く世論の支持を必要とするという。

国家支持の世論の性格は，積極的な国家崇拝から消極的な被収奪者の諦めに

いたるまで，様々であるが，最低限反抗を相殺するに足るものでなければなら

ない。その目標は政府による略奪的富の，できうる限りの増大と，政府の地位

の安定化におかれることになろう。

次にホッペは目標達成の手段に言及し，その第一は，イデオロギー的宣伝で

あるという。たとえば，租税は納税者が自発的にその義務を果すのであるから，

その本質は強制的ではなく契約的であるとか，民主主義国家では結局我々自身

が自分を支配することになるとか，さらには国家なくして法の支配も安全の確

保も不可能であり，貧困者は死亡するのみである，といった類のものである。

第二は再分配政策によってである。これは国家が強制的に収奪した富を，自

身が消費するだけではなく，国家装置の外側の人々に再配分し，支持を得るた

め彼等を買収することである。その実施方法は，変化する環境の下で一定の秩

序と規則性をもつ必要がある。たとえば，①安全保障，すなわち警察・国土防

衛等のサービスの独占的供給，②法律の制定とその施行サービスの独占，③交

通・通信システムの規制，④教育分野の規制，⑤国家の政策決定，すなわち国

家の規制策作製への住民参加，いわゆる民主化，⑥貨幣および銀行業の独占化

（カルテル化）がこれである１８）。

以上の中でも⑥は，課税とともに国家収入の増大にとって最も重要な用具で

あり，かつ再分配（国家支出）と国家の収奪（国家収入）を結びつけうる最も

有効な手段である。しかもこれほど国家の意図の不分明な手段はないとい

う１９）。

ホッペは⑥に関し，貨幣および銀行業のカルテル化の手段として，純粋法定

１８）〔３〕６６―６９ページ参照。
1９）〔１７〕，〔１８〕，〔１９〕参照。
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不換紙幣の発行がこれを可能にするが，貨幣は法定不換紙幣をもって出発する

ことをえないと断じ２０），その発行にいたる過程を次のように説明する。

①金貨鋳造を国家で独占し，その金貨に普遍的な重量名ではなく，法令呼稱

（fiat labels）を与え，心理的に非国際化の目的に役立て，併せ品質悪化を容易

にする。

②法貨法（legal tender laws）の制定によって，金貨の代替物として紙幣の発

行を決定する。

③国家自身が操作する中央銀行を設立し，その指導の下に競爭する銀行のカ

ルテル化を強制し，実質的に自由銀行業の制度を認めない。

④国内の全銀行にその所有する金を中央銀行に預けさせ，金の代替物（中央

銀行券）でその業務を遂行させる。これによって金は交換の媒体としては市場

から姿を消し，すべての取引は中央銀行発行の紙幣（中央銀行券）の使用によっ

てなされることになる。

⑤中央銀行券の金との兌換は不可能であることを宣言し，純粋の法定不換紙

幣本位制（pure fiat money standard）を確立し，国家は不換紙幣による無制限の

通貨贋造力を獲得する２１）。

ホッペはこの法定不換紙幣本位制の下で発生するのは，景気循環を通じる国

家と社会階級としての銀行家をはじめとする経済界のエリートとの癒着関係の

深化であるとして，これを次のように説明する。

贋造された通貨の流通を円滑化するには，国家は銀行家や産業・経済界の指

導者の協力を必要とするが，贋造操作が国家のみならず，それら経済界のエリー

トの富の蓄積に役立つ限り，彼等も協力するであろう。

金本位制と自由銀行業の下では，銀行間のきびしい自由競爭によって，通貨

贋造による富の蓄積が早晩信用を失い，そうした銀行を破綻させることは前述

した通りであるが，国家とビジネスエリートとのパートナーシップの確立は，

２０）その論拠として，ミーゼスの溯及定理（regression theorem）を参照している。この定理
については〔１〕，〔９〕，〔１３〕に詳しい。なお〔９〕のドイツ語原典の刊行は１９１２年，英
訳の初版は１９３４年である。

２１）〔３〕７０―７１ページ参照。
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これを可能にする。このことの帰結は，全体としての貨幣システムの破綻を招

来しないようにという配慮の下での，信用の膨張とブームの発生，それに続く

ブームの崩壊というサイクル（景気変動）の繰り返しである。

この過程で切れ目のない富と所得の再分配が，国家と銀行をはじめとする経

済界のエリートに有利となるようになされる。贋造された通貨の最初の受取人

たる経済界のエリートとその集団は，通貨を贋造の進展する以前の価値と同等

のものとして受取ることができるので，全般的な価格水準の上昇した後に遅れ

て受取る非エリート階層の犠牲において，自らを富ませることができる２２）。

これを要するに，①中央銀行の不換紙幣としての贋造通貨の増大→②信用の

拡大→③貯蓄の裏付けのない投資の拡大→④修正的収縮（損失・破綻）→⑤④

の拡大を避けるための新しい通貨贋造の再開→⑥国家と経済界のエリートとの

癒着の深化。これが法定不換紙幣の描く軌跡であるとホッペは説くのである。

ところでここでホッペが注意を促しているのは，国家と経済界のエリートと

の利害関係が，一般的には必ずしも常に一致するものではないという点につい

てである。その理由は，国家は本質的に経済・産業界の生産者からの収奪機構

であるが，民間の企業は財・サービスの生産とその交換を通じて，利潤を獲得

できるのみでなく，彼等にはたとえば国家の課税によって，損失を蒙るという

側面があるからだという。

けれども法定不換紙幣と中央銀行の確立に代表されるような国家とその政

策，および政策機構を維持することが，経済界のエリートに有形・無形の利益

をもたらす限り，彼等は国家への協力を惜しまないであろう。国家とその中央

銀行は，どのような民間銀行や産業界の企業をも破滅させる力を有している。

その破滅への恐怖は，彼等の企業規模が大きく，彼等が業界で指導者的であれ

ばあるほど深刻であるという。

国家に対する反対から失うものが多く，妥協・屈服から得るところのものが

多ければ多いほど，経済界のエリートの国家装置への接近・浸透への意図は強

２２）state-banking-businessの癒着について〔３〕７４―７５ページで〔２０〕，〔２１〕，〔２２〕の参照を
指示している。
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烈になるし，官僚や政治屋（politician）等の国家指導者が，ビジネスの世界に

金融上の利害関係をもつ傾向も強まる。経済界のエリートは政治屋になり，政

治屋たちはビジネスの世界に，それなりの地位をうることになる。ここに政府

と癒着する経済界のエリートたちが，そうでない者を略奪するという現代社会

の特徴が顕在化し，その傾向が次第に強まる。

ホッペは大略以上のように述べ，併せマルキストを以下のように批判する。

資本家は資本家であるが故に収奪者ではない。元來は労働者とともに富の生産

者なのである。その生産者たる資本家の中のエリート層が，資本家たることを

停止し，その本質において収奪機構たる国家（政府）と協力・癒着する限りに

おいて，彼等は収奪者になる。つまり基本的な対立の構図は，マルクス主義の

説くような資本家階級対労働者階級ではなく，資本家と労働者を含む生産者対

国家プラス特権階級である，という２３）。

� 軍事的帝国主義

上述のように国家はその領土内では，独占的な通貨贋造者たりうるが，領土

外の国家間に競爭が存在する限り，通貨贋造者としての地位は不安定である。

ホッペのいう通り，世界には強制力をもって国家間の対立を抑制する機関が存

在しない。さらに国際的な銀行業のカルテル化も成功しない。その理由は，通

貨贋造政策がよりインフレ的でない国家は，よりインフレ的な国家のために損

失を蒙るおそれがあり，両者の利害の調整が困難だからである。

ホッペのいうには，この国家間の対立を抑止し，安定的な解決をもたらす方

途は，第一に，強力な国家がその領土を拡大し競爭者を屈服させ，窮極的には

自己を世界政府として確立すること，第二に，これと併行して自国の贋造紙幣

を世界政府の設立する世界中央銀行支配下の世界通貨たらしめることである。

本節ではこの第一の過程を，次節で第二の過程を記述する。

ホッペは第一の過程を，戰爭を主たる手段とする世界的覇権をめぐる国家間

２３）〔３〕７４－７６ページで以上の諸点を詳論している。
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の闘爭と，覇権の確立およびその交替の歴史として描いている２４）。戰爭遂行

に必要とする費用は，国内的には課税と通貨贋造によって調達し，休戰（戰勝）

によってその戰費を敗戰国に転化することができる。

しかし一般世論が国家の対外侵略を抑制する可能性があるから，国家は国家

主義的イデオロギーの鼓吹，愛国心の昂揚，自国の他国と異る優越性の強調，

自国は世界平和の旗手であり擁護者である，といった使命感を国民に植えつけ

ること，等の政策を講じる必要があるという。

こうした政策と併せ最も重要なことは，戰爭指導者が戰勝の可能性に自信を

持つことであるとして，ホッペは勝敗の決定的要因が，その国の経済発展と資

本蓄積の程度が相手国よりも高いことであるという。そのような国は，一般的

に自然権思想や自由主義思想が普及しており，一般市民の生活水準が高く，勝

利に必要な戰費の調達が比較的容易であるからである。このことは，何故に自

由主義的な国家であった西欧先進諸国が，いち早く帝国主義へ転化したかの秘

密を解く鍵ともなるという。

さて産業革命を経て，西欧諸国の中でも最も富裕な国家となるとともに，自

由主義イデオロギーの母国となったイングランドは，同時に最も成功せる帝国

主義国家となった２５）。しかし十九世紀にはいり，とくにその後半には，イギ

リスをはじめとする西欧は，社会主義思想の導入や国内での国家主義的思想の

勃興等の影響もあり，経済的には相対的に衰退していった。世界的覇権は語る

べきほどの封建的な過去をもたず，国内的にも自由で市民の富裕化が進んだア

メリカ合衆国へと，次第に移行したとホッペはいう２６）。同国の帝国主義的発

展は，次の参戰ないし軍事的介入の年代史がこれを物語っている２７）。

①１８０１年，トリポリへ懲罰的使節を派遣，②１８１２―１５年，対イングランド独

立戰爭，③１８４６―４８年，対メキシコ戰爭によりメキシコ領土の半分を奪う，④

２４）国家と戰爭の密接な関係を示す文献として，〔３〕７９ページは〔２３〕ほか数点を列擧し
ているが，詳細は省略する。

２５）〔３〕８３ページで〔２４〕の参照を指示している。
２６）同上ページで〔２３〕９７―１１６ページを参照している。
２７）〔３〕８３ページ参照。
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１８９８年，対スペイン戰爭により，キューバおよびフィリピンを占領，⑤１８６１―

６５年，相対的により自由な北部による南部同盟諸州に対する拡張主義戰爭（南

北戰爭）。

これらを経て軍事力を増強したアメリカ合衆国は，第一次および第二次世界

大戰への参戰により勝利に貢献し，西欧帝国主義の相続人として，ソ連および

中国とその衛星国を除く世界の広大な地域へ，その覇権を拡張するにいたった

と論じる。

第二次大戰後もアメリカは引き続き，ギリシャ，イラン，朝鮮，ガテマラ，

インドネシア，レバノン，ラオス，キューバ，コンゴ，ブリティッシュ・ギア

ナ，ドミニカ共和国，ベトナム，チリー・グレナダ，ニカラグア等に対し軍事

干渉を行い，比類なき拡張主義政策を強化してきた２８）。因みにアフガニスタ

ンへの進攻，イラクのフセイン政権の打倒と同国への軍隊の駐留等については，

ホッペの論文では発表年次の関係でふれられていない。

もっとも，こうした軍事的介入にみられる軍事的帝国主義が，成功している

と判断することは困難である。ホッペの指摘をまつまでもなく，世界各地では

絶えざる国家間の紛爭に加えて，国内外でのテロリズムの横行や紛爭，宗派間

の抗爭等が激化し，世界的に治安の悪化が見られる。アメリカの軍事介入にも

かかわらず，むしろその介入の故に，治安が脅かされるケースも見られるので

ある。

� 貨幣的帝国主義

前節で見た軍事的帝国主義と補完関係にあるのが，貨幣的帝国主義の進展で

ある。この問題についてのホッペの所説を要約すれば，概ね以下の通りである。

そもそもアメリカ合衆国が第一次世界大戰の勝利に貢献し，西欧諸国の中で

軍事的覇権を確立しえたことは，１９１３年の連邦準備制度の確立によってえた絶

対的な通貨贋造力による戰費の調達と，拡張主義的願望をもつ銀行業界のエ

２８）二十世紀のアメリカの対外政策に関して〔３〕８４ページは〔２２〕の参照を指示している。
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リートたちとの同盟を抜きにしては考えられない。

連邦準備制度は軍事的帝国主義の支柱であったと同時に，貨幣的帝国主義の

支柱であって，まず第一段階では，自国の紙幣を自国の被支配国ないし同盟国

的立場にある外国の中央銀行へ，その準備通貨として押しつけ，支配国たるア

メリカ合衆国の通貨贋造のペースに伴うインフレーションを，それらの諸国へ

波及させる。

第二次大戰後アメリカ合衆国は軍事的影響を各地に，ほぼ世界的規模で拡大

したが，その貨幣的表現が，ブレトンウッズ協定（Bretton Woods agreement）

の成立である。これにより，アメリカはドルを世界各国の準備通貨とすること

に成功した２９）。

当初は外国の中央銀行保蔵の金をドルで買い，それら外国中央銀行からの要

求により，金への兌換に応じる姿勢を示したが，NATOに代表される軍事力

の拡大・強化を背景に，やがてドルの金への兌換の拒否を宣言するにいたった。

これにより連邦準備制度３０）は，全世界の銀行制度に対する通貨贋造者として

の最終的手段を獲得し，その地位を確立したのである。１９７１年，金本位制は，

遂に終止符を打った。

金本位制に替るドル本位制の帝国主義的性格について，ホッペはとくに国際

通貨基金（IMF），国際復興開発銀行（IBRD），国際決済銀行（BIS）のような

機関を通じて，その本性を現わすという３１）。ペンの一筆で創出された通貨と

信用は，こうしたアメリカの影響下にある機関から先ず第一に外国政府へ渡り，

外国政府はその基礎上に自国の通貨をインフレートさせる。その通貨は自国の

カルテル化した銀行組織へと渡り，さらなる贋造の一服を加えられて，それぞ

れの国の経済界のエリートに渡され，次第に経済界の周辺部へと流れ，さざ波

をたてる。

２９）ブレトン・ウッズ協定によって確立されたドル本位制について，〔３〕８８ページは〔２５〕
の参照を指示している。

３０）連邦準備制度の歴史とその特質についての批判的な著書としては，〔２６〕が注目される。
なお同書の論述は，〔６〕と共通する点が多い。

３１）これらの機関の帝国主義的性格については，〔３〕８９ページで〔２７〕２４２―３４０ページの参
照を指示している。
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この貨幣の流れと逆行して，所得と富の再分配の逆の過程が進行する。すな

わち経済界の周辺部から国の銀行・経済界のエリートへ，同様に被支配領域か

らアメリカ政府および連邦準備制度と同国の経済界のエリート層へ，というよ

うにである。

これは被支配国の生産者および財産所有者から，コストを支拂わずに支配国

とそのエリートが収奪するに等しい。被支配国の一般大衆にいたっては，自国

の贋造通貨によって収奪されるのに加えて，支配国の贋造通貨による信用創造

によって，二重の収奪を受ける。しかし事柄の本質を一般大衆が認識せず，被

支配国の政府がこの方式に黙從するかぎり，支配国の政府の地位は安泰である。

けれども通貨間の自由に変動する爲替レートによって，矛盾の顕在化が避け

られないことを，ホッペは鋭く指摘する。被支配諸国の中央銀行は，支配国の

中央銀行のインフレ政策に追從するとしても，爲替レートは他の事情を一定と

すれば，結局は購買力平価３２）によって決定されるから，低い課税水準や緩い

規制政策等の，被支配諸国の中央銀行のインフレ政策以外の要素の影響を免れ

ず，支配国の通貨の価値下落を引起すおそれがあるからである。

さらに，多数の通貨の存在によって爲替レートが自由に変動するという事態

は，貨幣としての目的に反する機能障害を意味する。ホッペのいうには，それ

は情報上の混沌をつくり出し，合理的な経済計算を妨げ，結局，支配国が寄生

的に依存する生産システム自体の内部を非効率なものにする。

そこで支配国としては，国際的に普遍的な通貨制度の創造を企図せざるをえ

なくなる。その創出されるべき国際通貨は，支配国の中央銀行によって直接発

行されるか，もしくは支配国の中央銀行の影響下におかれている世界銀行に

よって，発行される通貨であろう。

事実，１９７０年代このかた，IMF，BIS等の協力の下に，一世界通貨・一世界

中央銀行の創出を最終的目標として，そこへ到達する過程として，ブロック毎

に共通通貨をつくる等，各種の試みや構想が生まれた。ホッペはその経過を論

３２）外国爲替の購買力平価説ついて，〔３〕８６ページは，〔１〕（訳）４７０―４７６ページ，〔１３〕（訳）
下巻６１６―６２２ページの参照をそれぞれ指示している。
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述しているが３３），紙幅の制約上，拙稿ではその解説を省略する。ただここで

一言すべきは，そうした構想による最終目標の達成は，困難であろうというこ

とである。軍事的帝国主義による世界の完全制覇がそうであるように，貨幣的

帝国主義もまた成功しないであろう。

ホッペは次のように彼の論文を總括する。経済的合理性，正義および道徳性

は，世界的規模での金本位制，自由な百パーセント準備の銀行業，および世界

的規模での自由競爭を要求する。これに反し，世界政府・世界中央銀行および

世界紙幣は，恰も世界的・普遍的な価値を表現するかに見えるその欺瞞的印象

とは全く逆の，世界的規模での収奪の深化と通貨贋造，および経済的破壊を意

味する。軍事的帝国主義とその補完関係にある貨幣的帝国主義（ドル帝国主義）

の被害者である大衆は，やがて上述した眞実を理解し始めるであろう３４），と。

結びに代えて

筆者は本稿でホッペ所説の骨格と考えられる部分を紹介・要約し，必要に応

じて編別構成を工夫したり，ホッペが参照している著書以外の文献３５）を引用

して，ホッペ説の論点を明確にすることに終始した。このため，ホッペ説に対

する必要な論評を行っていない。

しかし，自由至上主義（libertalianism）３６）の信奉者の中でも無政府主義的資本

主義擁護論者（anarcho-capitalist）として突出した立場にあるホッペの所説には，

一読して詳細に論評を要する問題点が少なくない。とりわけ，世界的規模での

金本位制や百パーセント準備のフリーバンキングを，歴史の現段階でどのよう

にして実現するのか，果してその実現の可能性があるのか，といった問題３７）

３３）〔３〕８９―９２ページ参照。
３４）〔３〕９２ページ参照。
３５）たとえば，〔２〕，〔１４〕，〔１５〕，〔１６〕，〔１７〕，〔２６〕。これらの中でも，とくにホッペの論
文全体を通じ，最も参考になり，ホッペの説を補完していると思われるのは〔２６〕である。

３６）libertarianを筆者は自由至上主義的と訳しているが，嶋津格氏は自由尊重主義的と訳して
いる（同氏訳，ロバート・ノジック『アナーキ・国家・ユートピア』上巻序参照）。近年評
論家の中には市場原理主義者とか，市場原理信奉者という用語を使用する者がいる。これ
は libertarianismを信奉する者を意味すると思われる。
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に，ホッペは本論文で答えていない。

こうした問題を含めて，ホッペ論文に対する積極的な私見は，別稿で自由至

上主義反対論（anti-libertarianism）を取扱うさい論述する所存である。
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